
【整理番号11】

（ ）

Ⅰ　基本事項

地区名 根占
ね じ め

事業主体 鹿児島県

百万円 陸揚量 3,110 トン

１．地区概要

事後評価書（完了後の評価）

都道府県名 鹿児島県

事業名 地域水産物供給基盤整備事業水産物供給基盤整備事業

関係市町村 南大隅町

漁港名（種別） － 漁場名 根占

陸揚金額 3,351

登録漁船隻数 － 隻 利用漁船隻数 93 隻

主な漁業種類 魚類養殖業、定置網、キビナゴ流網 主な魚種 カンパチ等

漁業経営体数 140 経営体 組合員数 223 人

地区の特徴
　根占地区は、大隅半島の南西部に位置し、鹿児島湾湾口の恵まれた漁場に
近く、良好な漁場となっている。魚類養殖業を主体に、漁船漁業として定置
網漁業、キビナゴ流し網漁業、一本釣漁業等が営まれている。

２．事業概要

事業目的
　静穏度の高い養殖場を整備して、養殖種苗の生残率の向上と稚魚購入経費
の削減による生産コストを削減し、養殖業者の経営安定と漁業所得の向上を
図る。

主要工事計画 消波堤　150ｍ

事業費 1,912百万円 事業期間 平成17年度～平成21年度
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Ⅱ　点検項目

Ⅲ　総合評価

　本事業では、平成17年に事前評価を実施し、経済効果の妥当性について評価を行った。
  当初、野締め出荷より単価の高いボート積み出荷の割合を高める計画であったが、活魚船
での大量運搬の需要が減り、活魚車によって適量を数カ所の市場で荷下ろしする流通形態へ
変化した。しかし、活魚車出荷は野締め出荷より単価が高いため、出荷金額が向上し、ま
た、漁業外産業への効果も見られるため、費用便益比は平成17年の1.15から平成27年の1.45
へと増加している。

　事業実施以前は、波浪の影響や潮流が速い沖合に漁場があり、稚魚期の生残率が低く生産
コストが高かったが、本事業による消波堤の整備によって静穏度の高い養殖場の造成が図ら
れ、生残率の向上等のコスト削減が図られた。また、現時点での費用対効果分析の結果は1.0
を上回っており、一定の効果発現が見られる。

　本事業では、カンパチ養殖の主な生産地の一つである当該地区において、静穏度の高い養殖場
を整備するため、消波堤の設置を行った。
　また、貨幣化が可能な効果について、費用対効果分析を行ったところ、1.0を超えており、
経済効果についても確認されている。
　さらに、事業効果のうち貨幣化が困難な効果についても、台風等の荒天時における海からの漂
流物散乱が減少するといった効果やイセエビの資源保護効果が認められ、生活環境の改善や水産
資源の増殖が図られると考えられた。
　以上の結果から、本事業は当該地区において漁業経営の安定及び地域経済の振興へ寄与したも
のとなっており、想定した事業効果の発現が認められた。

５．社会経済情勢の変化

　当該地区における漁船隻数は、平成17年には112隻であったが、高齢化等により平成27年に
は93隻に減少している。

７．事業の投資効果が十分見込まれたか

　消波堤の整備に伴い、カンパチ等の養殖漁場の静穏度が向上し、稚魚期の生残率の向上が
図られた。また、消波施設はイセエビの生息場となるが、操業禁止としていることからイセ
エビ資源の保護効果が見込まれる。

４．事業実施による環境の変化

1.15
現時点の
Ｂ／Ｃ

1.45
※別紙「費用対効果分析
集計表」のとおり

平成18年評価時の
費用便益比Ｂ／Ｃ

　魚類養殖業における生産経費の約半分を占める餌飼料費について、低価格での安定入手が
課題となっている。養殖給餌形態の見直しによる養殖コストの低減化を図る必要がある。ま
た、当該地域全体として、漁業者の高齢化や担い手の育成・確保が課題となっている。

６．今後の課題

　本事業により整備された施設は、鹿児島県増養殖場造成事業施設管理規程に基づき、事業
主体である鹿児島県とねじめ漁業協同組合との間で管理委託契約を締結し、適正な施設の管
理を行っている。

１．費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化

２．事業効果の発現状況

３．事業により整備された施設の管理状況



１　基本情報

２　評価項目

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

計（総便益額）　　　　　　Ｂ 千円

総費用額（現在価値化）　　Ｃ 千円

費用便益比　　　　　　　　Ｂ／Ｃ

３　事業効果のうち貨幣化が困難な効果

⑩自然環境保全・修復効果

4,391,968

⑭その他

1.45

生活環境の向上

地域産業の活性化

自然保全・文化の継承

⑦漁業外産業への効果

⑧生命・財産保全・防御効果

⑨避難・救助・災害対策効果

3,032,081

非常時・緊急時の対処

　消波堤の整備により、既存防波堤への波浪影響の低減につながり、生活上の安心感が増大し
た。
　台風等の荒天時における海からの漂流物散乱が減少し、生活環境が向上した。
  消波施設での操業を禁止しており、イセエビ資源の増殖が図られる。

1,910,417

便
益
の
評
価
項
目
及
び
便
益
額

①水産物生産コストの削減効果

②漁獲機会の増大効果

③漁獲可能資源の維持・培養効果

費用対効果分析集計表

都道府県名

事業名

地区名 根占鹿児島県

地域水産物供給基盤整備事業 30施設の耐用年数

2,481,551

漁業就労環境の向上 ⑤漁業就労環境の労働環境改善効果

その他

⑪景観改善効果

⑫地域文化保全・継承効果

⑬漁港利用者の利便性向上効果

⑥生活環境の改善効果

評価項目

水産物の生産性向上

便益額（現在価値化)

④漁獲物付加価値化の効果



事業主体：鹿児島県
整備規模：消波堤150m
事 業 費 ： 1,912 百万円
事業期間：平成17年度～平成21年度

養殖場
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１．事業概要

（１） ：

（２） ：

（３） ：

（４） ：

２．総費用便益比の算定

（１）総費用総便益比の総括

（千円）

（千円）

（２）総費用の総括

内、消費税額

（３）年間標準便益

計 204,080

水産物生産コストの削減効果 88,626

･生残率の向上に伴う稚魚購入経費の削減
･出荷形態の変化による出荷金額の増加
･生け簀網の変更による経費の削減
･航走距離短縮による作業時間と燃油使用
量の削減

漁業外産業への効果 115,453
･生産量の増加による出荷過程における流
通業者に対する波及効果

総費用(税抜)

1,935,484

現在価値化後の総費用 3,032,081

　　　　　　　　　区分
効果項目

年間標準便益額
（千円）

効果の要因

総費用（消費税込）

1,842,710

92,774

計 1,912,484

維持管理費等 23,000

施設名 整備規模 事業費（千円）

消波堤 150ｍ 1,912,484

総費用総便益比 ②÷① 1.45

工 期 平成17年度～平成21年度

区分 算定式 数値

総費用（現在価値化） ① 3,032,081

根占地区地域水産物供給基盤整備事業の効用に関する説明資料

事 業 目 的 静穏度の高い養殖場を整備して、養殖種苗の生残率の向上と稚魚購入
経費の削減による生産コストを削減し、養殖業者の経営安定と漁業所
得の向上を図る。

主 要 工 事 計 画 消波堤　150ｍ

事 業 費 1,912百万円

総便益額（現在価値化） ② 4,391,968
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（４）総便益算出表

-11 17

-10 18

-9 19

-8 20

-7 21

-6 22

-5 23

-4 24

-3 25

-2 26

-1 27

0 28

1 29

2 30

3 31

4 32

5 33

6 34

7 35

8 36

9 37

10 38

11 39

12 40

13 41

14 42

15 43

16 44

17 45

18 46

19 47

20 48

21 49

22 50

23 51

5,922,640 4,391,968

便益（千円）

計

④

割引後
効果額
合計

（千円）

計

①×④

0

0

0

0

0

4,334

204,080

204,080

204,080

204,080

204,080

204,080

204,080

204,080

204,080

88,626

計 1,935,484 1,842,710 3,032,081 2,574,497 3,348,142

デ
フ
レ
ー

タ

②

0

0

0

0

0

5,483

248,365

238,773

229,589

220,814

212,243

0.406 1.000 1,000 926 376 115,453 82,856204,080

0.422 1.000 1,000 926 391 88,626 115,453 86,122204,080

0.439 1.000 1,000 926 406 88,626 115,453 89,591204,080

0.456 1.000 1,000 926 422 88,626 115,453 93,060204,080

0.475 1.000 1,000 926 440 88,626 115,453 96,938204,080

0.494 1.000 1,000 926 457 88,626 115,453 100,815204,080

0.513 1.000 1,000 926 475 88,626 115,453 104,693204,080

0.534 1.000 1,000 926 494 88,626 115,453 108,978204,080

0.555 1.000 1,000 926 514 88,626 115,453 113,264204,080

0.577 1.000 1,000 926 534 88,626 115,453 117,754204,080

0.601 1.000 1,000 926 556 88,626 115,453 122,652204,080

0.625 1.000 1,000 926 579 88,626 115,453 127,550204,080

0.650 1.000 1,000 926 602 88,626 115,453 132,652204,080

0.676 1.000 1,000 926 626 88,626 115,453 137,958204,080

0.703 1.000 1,000 926 651 88,626 115,453 143,468204,080

0.731 1.000 1,000 926 677 88,626 115,453 149,182204,080

0.760 1.000 1,000 926 704 88,626 115,453 155,100204,080

0.790 1.000 1,000 926 731 88,626 115,453 161,223204,080

0.822 1.000 1,000 926 761 88,626 115,453 167,753204,080

0.855 1.000 1,000 926 792 88,626 115,453 174,488204,080

0.889 1.000 1,000 926 823 88,626 115,453 181,427

0.925 1.000 1,000 926 856 88,626 115,453 188,774

0.962 1.000 1,000 926 891 88,626 115,453 196,324

1.000 1.000 0 0 0 88,626 115,453 204,080

1.040 1.000 0 0 0 88,626 115,453

1.082 1.017 0 0 0 88,626 115,453

1.125 1.064 0 0 0 88,626 115,453

1.170 1.060 0 0 0 88,626 115,453

1.217 1.098 0 0 0 88,626 115,453

1.265 1.059 0 0 4,334 0

1.316 1.101 409,900 390,381 565,629 0 0

1.369 1.174 350,000 333,333 535,735 0 0

0 0

1.480 1.165 422,584 402,461 693,923 0 0

③ ①×②×③

1.539 1.189

1.423 1.176 330,000 314,286 525,941

400,000 380,952 697,094 0 0

評
価
期
間

年
度

割引率

費用（千円）

事業費
（維持管理費含

む）

事業費
(税抜）

現在価値
（維持管理費

含む）

水産物
生産
コスト
の削減
効果

漁業外
産業へ
の効果

①
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３．効果額の算定方法

（１）水産物生産コストの削減効果

①養殖場整備による養殖コストの削減効果

(ⅰ)生残率の向上に伴う稚魚購入経費の削減

調査場所：ねじめ漁業協同組合

調査対象者：漁業協同組合職員

調査実施者：鹿児島県職員

調査実施方法：ヒアリング調査

調査場所：根占町漁業協同組合

調査対象者：漁業協同組合職員

② 調査実施者：鹿児島県職員

調査実施方法：ヒアリング調査

調査場所：ねじめ漁業協同組合

調査対象者：漁業協同組合職員

④ 調査実施者：鹿児島県職員

⑤ 調査実施方法：ヒアリング調査

※2年で出荷するため、整備後2年目からの効果発現となる

(ⅱ)出荷形態の変化による出荷金額の増加

①

② 調査場所：根占町漁業協同組合

③ 調査対象者：漁業協同組合職員

調査実施者：鹿児島県職員

調査実施方法：ヒアリング調査

⑤

調査場所：ねじめ漁業協同組合

調査対象者：漁業協同組合職員

⑦ 調査実施者：鹿児島県職員

⑧ 調査実施方法：ヒアリング調査

⑨

⑩

出荷時重量（kg/尾） ⑪

⑫

※2年で出荷するため、整備後2年目からの効果発現となる

備考

整
備
前

ボート積み出荷尾数（尾） 501,417 調査日：平成17年3月

野締め出荷尾数（尾）

3.7

年間便益額（千円/年） 39,689
 ((⑤×⑥＋⑦×⑧＋⑨×⑩)×⑪
  －(①×⑥＋②×⑧＋③×⑩)×④)
  ÷1,000×⑫

902.8

活魚車出荷尾数（尾） 432,119

調査日：平成27年12月

ボート積み出荷魚単価（円/kg） ⑥ 960.2

野締め出荷尾数（尾） 219,661

野締め出荷魚単価（円/kg）

263,583

活魚車出荷尾数（尾） 0

区分

活魚車出荷魚単価（円/kg） 934.3

出荷時重量（kg/尾）

(１－漁業変動経費率) 0.212

④ 3.4

(①×②－③×④)÷100×⑤÷1,000

整
備
前

調査日：平成17年3月

調査日：平成27年12月

稚魚購入尾数(150g時の生残数)

（尾）

種苗から出荷までの生残率(%)

〃　へい死率(%)

865,005①

年間便益額（千円/年） 44,603

整
備
後

備考

年間目標出荷尾数 765,000 調査日：平成27年12月

区分

558.1

88.4

11.6

97.4

2.6

稚魚購入尾数
③ 785,421

（尾）

種苗から出荷までの生残率(%)

〃　へい死率(%)

稚魚単価　（円／尾）

整
備
後

ボート積み出荷尾数（尾） 113,220

平成27年漁業経営調査報告書に基づく漁業
変動経費率を用いて算出した率
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(ⅲ)生け簀網の変更による経費の削減

①

② 調査場所：ねじめ漁業協同組合

③ 調査対象者：漁業協同組合職員

④ 調査実施者：鹿児島県職員

⑤ 調査実施方法：ヒアリング調査

⑥

⑦

⑧

(ⅳ)航走距離短縮による作業時間と燃油使用量の削減

整
備
前

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

（２）漁業外産業への効果　

(ⅰ)生産量の増加による出荷過程における流通業者に対する波及効果

①

②

③

④

⑤

⑥

※2年で出荷するため、整備後2年目からの効果発現となる

年間便益額（千円/年） 651

整備漁場までの往復時間(分) 8.8

整備前の出荷量　(kg)

114.6

⑦＋⑩

年間の短縮時間(時間)

賃金単価　(円／時間)

軽減される賃金(千円)

燃油消費量（L／時間）

燃油単価（Ａ重油　円／ｌ）

軽減される燃油経費(千円) 577 ⑩＝⑤×⑧×⑨÷1,000円

整
備
後

調査日：平成28年11月
調査場所：根占町漁業協同組合
調査対象者：漁業協同組合職員
調査実施者：鹿児島県職員
調査実施方法：ヒアリング調査

省エネエンジンの燃油消費量

ねじめ漁協の販売単価
（H22～H26年の平均）

中間育成日数（日/年） 90

77.7

2,601,000

529,630

区分

年間便益額（千円/年） 115,453 ③×(⑤-④)×⑥÷1,000

928.7 漁協聞き取り

2,408.3 消費者購入価格を独自に調査

区分 値 備考

229,500 ③＝②－①

整備後の出荷量　(kg) 2,830,500

増加出荷量　(kg)　　　　　　　　

出荷魚平均単価（円／kg）　　　　

消費者購入価格（円／kg）　　

所得率　　　　　　　　　　　 0.34
総務省個人企業経済調査(小売業)
H22年～H26年の平均

区分 値

整
備
後

年間便益額（千円/年）

64.8 ⑤＝(①-②)×③×④÷60分

73.9 ⑦＝⑤×⑥÷1,000円

作業船　（隻数） 6

各経営体からの聞き取り1,140

値 備考

沖合漁場までの往復時間(分) 16.0

生け簀台数（台） 13

3,683 (④－⑧)÷1000

化繊網の価格（円／式） 203,704

平均的な耐用年数　(年) 5

1年間の経費(円)（⑤×⑥÷⑦）

調査日：平成28年11月

備考

整
備
前

金網の価格（円／式） 648,148

生け簀台数（台） 13

平均的な耐用年数　(年) 2

1年間の経費(円)（①×②÷③） 4,212,962











（１）水産物生産コストの削減効果

(ⅱ)出荷形態の変化による出荷金額の増加

出荷形態の変化　（出荷尾数を目標数量に換算して算出，単価は現在の単価）

ボート 野締め 活魚車 ボート 野締め 活魚車

尾数 501,417 263,583 0 113,220 219,661 432,119

尾数合計

出荷時㎏/尾 3.4 3.4 3.4 3.7 3.7 3.7

重量(kg) 1,704,818 896,182 0 418,914 812,746 1,598,840

重量合計（ｋｇ）

単価(円/kg) 960.2 902.8 934.3 960.2 902.8 934.3

出荷額(円) 1,636,966,052 809,073,290 0 402,241,223 733,746,818 1,493,796,492

出荷額合計(円)

出荷形態の割合 ボート 野締め 活魚車 ボート 野締め 活魚車

重量比（％） 65.5 34.5 0.0 14.8 28.7 56.5

出荷形態の変化による出荷金額の変化 単位：円 便益額

ボート 野締め 活魚車 整備後の増加額（円） 183,745,191

整備前 1,636,966,052 809,073,290 0 0.216

整備後 402,241,223 733,746,818 1,493,796,492 年間便益額（円） 39,688,961

増減 ▲ 1,234,724,829 ▲ 75,326,472 1,493,796,492 年間便益額（千円） 39,689
増減合計 183,745,191

整備前(765,000尾出荷として算出） 整備後(765,000尾出荷として算出）

765,000 765,000

2,601,000 2,830,500

※平均単価　2,629,784,533÷2,830,500＝929.1※平均単価　2,446,039,342÷2,601,000＝940.4

年間便益額の算定根拠
3.　効果額の算定方法

実質の増加率（1－漁業変動経費率）

2,446,039,342 2,629,784,533

当初の計画では，野締め出荷より単価の高いボート積み出荷の割合を高める計画であったが，活魚船

での大量運搬の需要が減り，活魚車によって数カ所の市場で荷下ろししていく流通形態へと変化した。

野締め出荷の割合は，整備前の34.5%から28.7%へと低くなり，単価の高い出荷形態の割合が高くなっ
た。

しかし，流通形態の変化により，計画目標値を74%としていた単価の高いボート積み出荷は14.8%と少
なくなり，代わって活魚出荷が56.5%と大幅に増加した。
単価の高いボート積み出荷（960.2円/kg）の割合は，当初計画より減少したが，野締め出荷（902.8円
/kg）より単価の高い活魚出荷（934.3円/kg）が大幅に増えたことと，稚魚の生残率が高くなったことで，生
産量が増加し，出荷金額は約１億８千４百万円増加した。

また，出荷増加金額を基に，平成27年漁業経営調査報告書に基づく漁業変動経費率を用いて算出し
た年間便益金額は，52,000千円となった。



(ⅱ)出荷形態の変化による出荷金額の増加

＜参考＞

便益算出における漁業変動経費の内訳

養殖業の場合

支出内訳
(漁業経営調査の費目)

生産量の増
減との関係

備考
計上す
る費目

費目 千円 千円

期首期末棚卸増減 連動しない 生産量増加との関係なし 期首期末棚卸増減 △ 9,583 

雇用労賃 連動する 増加した分は，作業量が増える ○ 雇用労賃 4,112 4,112

漁船・漁具費 分割不能 （養殖に必要な資材と思われる） ○ 漁船・漁具費 947 947

油費 連動する 作業量が増える分増加 ○ 油費 1,558 1,558

えさ代 連動する 生産が増える分増加 ○ えさ代 79,291 79,291

種苗代 連動しない 施設整備で減少 種苗代 21,821

核代 － － － 核代   -   - 

修繕費 連動する 生産が増える分増加 ○ 修繕費 2,010 2,010

販売手数料 連動する 生産が増える分増加 ○ 販売手数料 1,738 1,738

負債利子 連動しない 生産量増加との関係なし 負債利子 1,679

租税公課諸負担 連動しない 生産量増加との関係なし 租税公課諸負担 892

その他 分割不能 内容不明 ○ その他 6,360 6,360

減価償却費の内訳 減価償却費の内訳

建物・構築物 連動しない 生産量増加との関係なし 建物・構築物 142

船舶 連動しない 船舶数は増えない 船舶 546

漁網・はえ縄 － － － 漁網・はえ縄   -   - 

養殖施設 連動する 生産が増える分，若干増加 ○ 養殖施設 953 953

漁業権 － － － 漁業権 179

その他 連動しない 生産量増加との関係なし その他 203

漁労支出合計 112,848

漁労収入 123,660

漁労所得率 8.7

123,660

96,969

0.784

26,691

0.216

 H27漁業
経営調査
の数値

増加に伴
う経費

　施設整備の効果で増加する金額のうち，増加に伴い増えた漁業変
動経費を差し引いて算出した，実際の増加分の割合は0.216。

　よって，養殖業における施設整備便益額は，下記のとおりとなる。

便益額　＝　施設整備により増加した金額×0.216

※施設整備により，種苗代は削減されており，生産量の増加と関連
しない

増加した金額は収入ではな
く，施設整備効果で増加した
金額と見る

漁業変動経費

漁業変動経費率

実際の増加分

実際の増加分の割合















漁業外産業への効果

養殖カンパチ（未加工鮮魚）の小売価格

販売会社 所在地 生　産　地 販売価格（円） 重さ(kg) うち送料(円) 単価(円/kg) 備考

A 大阪府 鹿児島，愛媛 11,800 3.5 1,300 3,000 小売（消費地）

Ｂ 東京都 鹿児島，愛媛 8,500 3 0 2,833 小売（消費地）

Ｃ 東京都 香川他 10,152 3.5 1,300 2,529 小売（消費地）

Ｄ 東京都 不明 9,800 3.5 0 2,800 小売（消費地）

Ｅ 広島県 鹿児島 11,200 4 1,300 2,475 小売（消費地）

Ｆ 三重県 三重 8,200 3.5 0 2,343 小売(生産地)

Ｇ 愛媛県 愛媛 10,444 3.5 1,300 2,613 小売(生産地)

Ｈ 愛媛県 愛媛 7,980 4 0 1,995 小売(生産地)

Ｉ 大分県 大分 12,000 4 1,300 2,675 小売(生産地)

Ｊ 鹿児島県 鹿児島 8,250 3 0 2,750 小売(生産地)

平均 2,601

(税抜き) 2,408.3

※総務省個人企業経済調査における小売業者の所得率
飲食料品小売業

H22 H23 H24 H25 H26 平均

売上総利益（千円） 5,082 5,506 5,672 5,884 5,954 5,620

営業費（千円） 3,285 3,613 4,044 3,868 3,854 3,733

経費率 0.65 0.66 0.71 0.66 0.65 0.66

所得率 0.35 0.34 0.29 0.34 0.35 0.34

　消費者が養殖カンパチを消費する方法として，料理店での飲食や家庭用食材としてパック詰めの刺身や切
り身（册）を購入することが考えられる。この場合，切り身や刺身と言った多様な加工状態があるため，消費者
が購入する単価も多様であり，漁業外産業への効果の算出は困難である。（切り身の場合，部位でも異なり，
100グラムあたり298円～500円と幅がある）
　一方，ラウンド（未加工魚）については，加工にかかる代金が含まれないことから，小売業者から消費者への
小売価格の変動が小さい。
　よって，小売業者のラウンドでの販売価格を調べ，その平均値を小売価格として漁業外産業への効果を算
出した。

※送料について
　送料は500円～1,300円と幅がある。よって，送料込みの価格である場合は，氷代や箱代
を見込み，1,300円を差し引いて単価を算出した。






